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株 主 各 位
証券コード 7150
2024年６月５日

（電子提供措置の開始日 2024年５月31日）
松江市朝日町484番地19

代表取締役
頭 取 鈴 木 良 夫

第174期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当行第174期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の当行ウェブサイ

トに「第174期定時株主総会招集ご通知」および「その他の電子提供措置事項（交付書面省略事
項）」として電子提供措置事項を掲載しております。

当行ウェブサイト https://www.shimagin.co.jp/toshi/zaimu/soukaituti/

また、上記のほか、インターネット上の東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載して
おります。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「島根銀行」または「コ
ード」に「7150」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択いただき、
「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

書面またはインターネット等による事前の議決権行使は、お手数ながら電子提供措置事項に掲
載の株主総会参考書類をご検討のうえ、2024年６月25日(火曜日)午後５時30分までに行使くだ
さいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記
１．日 時 2024年６月26日（水曜日）午前10時
２．場 所 島根県松江市朝日町484番地19 当行 本店（３階大会議室）
３．目的事項

報告事項
１．第174期（2023

2024
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）事業報告および計算書類報告の件

２．第174期（2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）連結計算書類ならびに会計監査人および監

査役会の連結計算書類監査結果報告の件
決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 監査役４名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

お土産の廃止について
株主総会にご出席の株主様へのお土産は取りやめとさせていただいております。
何卒ご理解いただきますよう、お願い申し上げます。

以 上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。

〈株主様へのお願い〉
・前回定時株主総会より、株主総会資料の電子提供制度が導入されましたが、当行は、株主様の
混乱を避けご不便の無いようにといった観点から、書面交付請求の有無に関わらず、一律に従
来通り書面でお送りしております。

・電子提供措置事項のうち、計算書類の「個別注記表」、連結計算書類の「連結注記表」につき
ましては、法令および当行定款の規定に基づき、本招集ご通知には記載しておりません。な
お、会計監査人および監査役はそれらの事項を含む監査対象書類を監査しております。

・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ
ていただきます。
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議決権行使についてのご案内

議決権の行使には、次の３つの方法がございます。

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時 2024年6月26日（水曜日）午前10時（受付開始：午前9時15分）
場 所 島根県松江市朝日町484番地19 当行 本店（3階大会議室）

（末尾の「会場ご案内略図」をご参照ください。）

書面（郵送）で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。議決権行使書面にお
いて、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

行使期限 2024年6月25日（火曜日）午後5時30分到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合

パソコン、スマートフォンまたは携帯電話から議決権行使サイト（https://www.e-sokai.jp）にアクセスし、同封の
議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」および「パスワード」をご入力いただき、画面の案内にしたが
って賛否をご入力ください。当行では「スマート行使」を採用しておりますので、ご活用ください。

行使期限 2024年6月25日（火曜日）午後5時30分入力完了分まで
詳細については次頁をご覧ください。

以 上
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※�上記方法での議決権行使は1回に限ります。
　�一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合 には、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」および「パスワード」を入力ください。

「次へすすむ」をクリック

【議決権行使ウェブサイト】による方法

「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログ インQRコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」および「パスワード」が入力不要でアクセスできます。

同封の議決権行使書用紙の右下「スマート
フォン用議決権行使ウェブサイトログイン
QRコード」をスマートフォンかタブレット
端末で読み取る

【スマート行使】による方法

QRコードを読み取るSTEP

1

ウェブサイトへアクセスSTEP

1

インターネット等による議決権行使のご案内
　インターネットによる議決権行使は、当行の指定す
る以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただくこ
とによってのみ可能です。なお、スマートフォンをご
利用の方は同封の議決権行使書用紙に記載された「ス
マートフォン用議決権行使ウェブサイトログインQR
コード」を読み取りいただくことにより、「議決権行
使コード」および「パスワード」が入力不要でアクセ
スできます。

議決権行使ウェブサイト

https://www.e-sokai.jp

��インターネット接続にファイアーウォール等を使用されて
いる場合、アンチウィルスソフトを設定されている場合、
PROXYサーバーをご利用の場合等、株主様のインターネッ
ト利用環境によって、ご利用できない場合もございます。
��議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（プ
ロバイダー接続料金・通信料金等）は、すべて株主様のご
負担となります。

� �また、スマートフォンを含む携帯電話のフルブラウザ機能
を用いた議決権行使も可能ですが、機種によってはご利用
いただけない場合がありますので、ご了承ください。
��議決権行使書面とインターネット等による方法と重複して
議決権を行使された場合は、インターネット等によるもの
を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
��また、インターネット等にて複数回にわたり議決権行使を
された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使と
して取り扱わせていただきます。

！  ご注意事項

議決権電子行使プラットフォームについて
管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前
に申し込まれた場合には、当行株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、上記インターネットによる議決権行使以外に、当該プラッ
トフォームをご利用いただくことができます。
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※�上記方法での議決権行使は1回に限ります。
　�一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合 には、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」および「パスワード」を入力ください。

以
降
は
画
面
の
入
力
案
内
に
従
っ
て

賛
否
を
ご
入
力
く
だ
さ
い
。

画
面
の
案
内
に
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完
了
で
す
。

【議決権行使ウェブサイト】による方法

「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログ インQRコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」および「パスワード」が入力不要でアクセスできます。

お手元の議決権行使書用紙に記載された「議決
権行使コード」を入力し、「ログイン」をクリック

議決権行使ウェブサイト画面が開くので、
議決権行使方法を選択 画面の案内に従って各議案の賛否を選択

議決権行使方法を選択STEP

2 各議案の賛否を選択STEP

3

ログインSTEP

2

お手元の議決権行使書用紙に記載された�
「パスワード」を入力し、「次へ」をクリック

パスワードの入力STEP

3

インターネット等による議決権行使のご案内 インターネット等による
議決権行使期限 2024年6月25日（火）午後5時30分まで

株主名簿管理人　日本証券代行㈱代理人部ウェブサポート専用ダイヤルパソコンなどの
操作方法に関する
お問い合わせ先

電　　話　0120-707-743（フリーダイヤル）
受付時間　9:00～21:00（土曜・日曜・祝日も受付）

〇〇〇〇〇〇〇〇〇の件

〇〇〇〇〇〇の件

〇〇〇〇〇〇〇〇〇の件

〇〇〇〇〇〇の件
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第174期（2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）事業報告

１．当行の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果等
（主な事業内容）
当行は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、内国為替業務の他に、代理業

務、損害保険商品・生命保険商品の窓口販売業務、金融商品仲介業務などの附帯業
務を行っております。
（金融経済環境）
2023年度におけるわが国の経済は、堅調な企業収益等を背景に設備投資に持ち直

しの動きがみられ、雇用・所得環境において緩やかな改善が見られました。個人消
費は持ち直しの動きに足踏みがみられましたが、先行きは雇用・所得環境が改善す
る下で、持ち直しにむかうことが期待されます。
金融市場の動向は、長期金利は日銀のイールドカーブコントロール柔軟化決定や

金利の上昇などから、10月末に一時0.950％となりました。その後は米国金利の先
高観が後退し、日銀が1月の金融政策決定会合でマイナス金利解除を見送る見方が強
まり、1月は一時0.555％まで低下しました。その後は、3月にかけてマイナス金利
解除観測が強まり、一時0.785％まで上昇しました。解除決定後は、金融政策の不
透明感が後退し、緩和的な政策がしばらく続く見方から3月末は0.725％となりまし
た。
日経平均株価は、6月にかけて33,000円台まで上昇した後、一時30,000円台まで

下落しましたが、年末までは概ね32,000円〜33,000円台で推移しました。その後、
海外投資家の資金流入や、米国株が過去最高値を更新する流れを受け、国内株も上
昇し、3月には初めて40,000円台となりました。その後は38,000円台まで下落しま
したが、日本銀行のマイナス金利解除が決定され、緩和的な政策がしばらく続く見
方が広がり、3月末には再び40,000円台まで上昇しました。
為替は、米国金利上昇による日米金利差拡大から円安が進み、11月には対ドルベ

ースで151円台となりました。その後は米国金利が低下し、年末にかけて140円付
近まで円高が進みました。1月以降は日銀の金融政策動向から国内金利が低下し、円
安基調となり、3月末には151円台となりました。
こうした中、当地山陰経済は、設備投資の増加や雇用・所得環境に持ち直しの動

きがみられるとともに、観光関連で主要温泉地の旅館・ホテルの宿泊客数および空
港利用者数が回復したことから、個人消費も回復の動きが見られました。

2024年05月22日 17時53分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



7

（事業の経過及び成果）
当行の第174期の業績につきましては、役職員一丸となって業績の向上と経営の

効率化、顧客サービスの充実に努めた結果、次のようになりました。
預金につきましては、スマートフォン支店の預金残高増加を主要因とし個人預金

が増加したことに加え、法人預金も増加したことなどから、全体では期中239億円
増加し4,911億円となりました。また、貸出金は、地方公共団体向け貸出金が減少
しましたが、個人向け貸出金や企業向け貸出金が増加したことなどから、全体では
期中266億円増加し3,696億円となりました。有価証券は、投資信託の解約や債券
の売却、償還がありましたが、国債を中心に購入を行ったことなどから、全体で期
中18億円増加し1,173億円となりました。
総資産につきましては、前期比302億円増加し5,321億円となり、純資産は15億

円増加し173億円となりました。
損益状況につきましては、経常収益は、貸出金利息や役務取引等収益が増加した

ことなどから、全体では前期比951百万円増加し7,154百万円となりました。経常
費用は、営業経費、預金利息、役務取引等費用及びその他業務費用が増加したこと
などから、全体では前期比846百万円増加し6,691百万円となりました。この結果、
経常利益は前期比104百万円増加の463百万円となり、当期純利益は前期比５百万
円増加の389百万円となりました。
人員につきましては、前期末比９名減少の308名（出向29名除く）となっており

ます。
店舗につきましては、前期同様の34か店であり、店舗外現金自動設備は前期末比

1か所減少し12か所となっております。
（対処すべき課題）
当地山陰におきましては、人口の減少や少子高齢化の進行などにより、経済規模

は縮小傾向にありますが、新型コロナウイルス感染症の規制緩和等により経済活動
が再開する中、設備投資、雇用・所得環境、個人消費などに持ち直しの動きがみら
れました。
このような中、当行はＳＢＩグループと各種営業施策で一段の連携を行うなど、

収益向上に取り組んでまいりました。その結果、2023年度の銀行単体決算では、本
業部門の収益力を示すコア業務純益は664百万円となり、当期純利益は389百万円
となりました。お客さまへの本業支援体制については、前事業年度に企業支援室の
人員体制を更に充実させており、営業店との連携等を深化させ一層加速させており
ます。当行は、この取組みを組織的で継続的なものとすることにより、地域金融機
関としての使命である「地域経済の発展」、「地域社会への貢献」を一層果たしてま
いります。
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（その他有価証券評価損益への対応）
当行は2019年９月に締結したＳＢＩグループとの資本業務提携以降、有価証券の

運用方針をインカムゲイン中心の方針に改め、ＳＢＩグループと連携し、安定した
インカムゲインが期待できる高格付の海外債券（国債・地方債等）を中心とする有
価証券ポートフォリオに入れ替えておりますが、2022年度において米国を始めとす
る海外金利の急上昇により、当行のその他有価証券の評価損が拡大しました。
このため運用会社は、市場見通しを慎重に検討した結果、更に金利が上昇する可

能性に対処するため、前事業年度より一部の投資信託については、運用会社が策定
した今後のファンド運用方針に沿って、デュレーションの調整や為替ヘッジの一部
弾力化等、市場の変化に応じた対応策を講じております。当行は当該方針について
の検証を行い、運用会社の対応策は最善の対応であることを確認しており、当該方
針に基づく対応策の実施についても、運用会社からの報告を受け、連携を密に取り
組んでおります。
なお、当事業年度においては、再度、高格付債券を中心としたポートフォリオへ

のシフトを開始するとともに、投資信託の一部を解約して損失を実現させるなど、
財務の健全化に向けた対応も行っており、当事業年度において、その他有価証券評
価差額金は1,297百万円改善しております。
今後においても当行は海外金利をはじめとする市場環境の見通しや、有価証券ポ

ートフォリオの状況のモニタリング等を通じ、ＳＢＩグループと引き続き連携し、
課題等を共有することでリスク管理を更に強化し、その他有価証券評価損益全体の
改善を図るとともに収益性の向上に努めてまいります。
（ＳＤＧｓへの対応）
当行はＳＤＧｓに賛同し、この達成に向け、創業来大切にしてきたお客さまと直

接顔を合わせる「Face To Face」の良さを活かし、ＳＢＩグループとの二人三脚
でデジタルシフトを推し進め、顧客中心主義を基本とした「次世代Face To Face」
を実践することで、地域社会の課題解決に取組み、地域社会の持続的な発展に貢献
してまいります。更に、こうした取組みを役職員一丸となって推し進めていくため、
前事業年度にサステナビリティ委員会を設置し、当事業年度においては、気候変動、
人権の尊重、雇用の多様性、地域貢献等についての取組み方針や取組み事項の進捗
状況及び関連するリスクの特定とその対応等について、評価・検証を行っておりま
す。今後も、当該委員会が中心となり、サステナビリティ経営を実践することによ
り、地域社会の持続的な発展に貢献してまいります。
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（2）財産及び損益の状況
（単位：百万円）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

預 金 471,609 467,759 467,125 491,104

定 期 性 預 金 254,820 260,639 246,276 241,679

そ の 他 216,788 207,119 220,849 249,425

貸 出 金 310,439 336,877 343,010 369,692

個 人 向 け 106,453 138,726 143,938 167,539

中 小 企 業 向 け 140,294 138,530 142,071 143,659

そ の 他 63,691 59,620 57,000 58,492

有 価 証 券 117,190 122,275 115,589 117,393

国 債 31,032 28,206 19,551 29,075

そ の 他 86,157 94,068 96,038 88,318

総 資 産 526,865 521,145 501,855 532,123

内 国 為 替 取 扱 高 795,119 715,644 744,742 815,604
外 国 為 替 取 扱 高 −百万ドル −百万ドル −百万ドル −百万ドル
経 常 利 益 371 260 358 463

当 期 純 利 益 322 280 384 389

１ 株当たり当期純利益 37円44銭 32円37銭 41円87銭 33円77銭
（注）1．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

2．１株当たり当期純利益は、当期純利益を期中の平均発行済株式数（自己株式数を控除した株式数）で
除して算出しております。
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（3）使用人の状況
当 年 度 末

使 用 人 数 308人
平 均 年 齢 38年 7月
平 均 勤 続 年 数 15年 8月
平 均 給 与 月 額 387千円

（注）1．使用人数には、臨時雇員及び嘱託48名、出向者29名を含んでおりません。
2．平均年齢、平均勤続年数、平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。
3．平均給与月額は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

当 年 度 末

使 用 人 数
本 部 部 門 営 業 部 門

73人 235人
（注）使用人数には、臨時雇員及び嘱託48名、出向者29名を含んでおりません。

（4）営業所等の状況
イ．営業所数

当 年 度 末
店 うち出張所

島 根 県 25 （ 9）
鳥 取 県 9 （ 4）

合 計 34 （ 13）
（注）1．島根県の営業所数にはスマートフォン支店（１か店）を含んでおります。

2．上記のほか、当年度末において店舗外現金自動設備を12か所及びコンビニエンスストア内等でご利
用いただける株式会社セブン銀行との提携による店舗外現金自動設備を27,422台、株式会社イーネッ
トとの提携による店舗外現金自動設備を11,988台、株式会社ローソン銀行との提携による店舗外現金
自動設備を13,590台それぞれ設置しております。
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ロ．当年度新設営業所
該当事項はありません。

（注）1.当年度中に、以下の店舗ネットワークの見直しを実施しました。
・支店から出張所へ種類変更

大社支店

2.当年度において、店舗外現金自動設備の新設・廃止は以下の通りであります。
・店舗外現金自動設備の新設

該当事項はありません。

・店舗外現金自動設備の廃止
本店営業部 殿町出張所（松江市）

ハ．銀行代理業者の一覧
該当事項はありません。

ニ．銀行が営む銀行代理業等の状況
所属金融機関の商号又は名称

住信SBIネット銀行株式会社
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（5）設備投資の状況
設備投資の総額

（単位：百万円）
設 備 投 資 の 総 額 336

（6）重要な親会社及び子会社等の状況
イ．親会社の状況

該当事項はありません。

ロ．子会社等の状況
会 社 名 所 在 地 主 要 業 務 内 容 資本金

当行が有する
子 会 社 等 の
議 決 権 比 率

その他

松江リース株式会社 松江市朝日町
484番地19

一般諸機械器具及び設備等の動
産のリースならびに売買・融
資、手形の割引及び債務の保証
業務・前項に附随又は関連する
一切の業務

80百万円 98.50％ 子会社

しまぎんユーシー
カ ー ド 株 式 会 社

松江市朝日町
484番地19

クレジットカード業務・金銭貸
付業務・信用保証業務・有価証
券の保有・信用調査業務・前項
に付帯又は関連する一切の業務

30百万円 5.00％ 関 連
法人等
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重要な業務提携の概況
1．SBIグループとの資本業務提携により、企業価値の向上を目的として、当行の顧客に対
するSBIグループの幅広い金融商品・サービスの提供、SBIグループの資産運用ノウハウや
グローバルなネットワークから得られるファンド情報等の活用による、当行の資金運用の
高度化、SBIグループならびにSBIグループ出資先企業等が有するテクノロジー等の活用を
通じた、当行の顧客利便性の拡充及び営業コストの最適化、SBIグループ等における内外
資金需要への対応等を行っています。

2．株式会社SBI証券の子会社であるSBIマネープラザ株式会社と共同店舗の運営を行ってお
り、SBI証券の豊富なラインナップを対面で顧客へ提案することで、資産運用のコンサル
ティング・アドバイスとともに多様な金融商品、サービスを提供しています。

3．住信SBIネット銀行株式会社の「ミスター住宅ローンREAL」・「フラット35」の取扱い
を行っており、商品ラインナップの拡充により、幅広い顧客のニーズに対応しています。

4．第二地銀協地銀37行の提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しの
サービス（略称SCS）を行っております。

5．第二地銀協地銀37行、都市銀行５行、信託銀行３行、地方銀行62行、信用金庫255金
庫（信金中央金庫を含む）、信用組合139組合（全信組連を含む）、系統農協・信漁連575
（農林中金、信連を含む）、労働金庫14金庫（労金連を含む）との提携により、現金自動
設備の相互利用による現金自動引出しのサービス（略称ＭＩＣＳ）を行っております。

6．第二地銀協地銀37行の提携により、通信回線を利用したデータ伝送の方法による取引
先企業との間の総合振込等のデータの授受のサービス及び入出金取引明細等のマルチバン
クレポートサービス（略称ＳＤＳ）を行っております。

7．中国総合信用株式会社（中国地区第二地銀協地銀等の共同出資により設立）において中
国地区第二地銀協地銀の取扱う個人向けローンについての保証等を行っております。

8．株式会社ゆうちょ銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出・
入金のサービスを行っております。

9．株式会社セブン銀行、株式会社イーネット、株式会社ローソン銀行との提携により、コ
ンビニエンスストア等の店舗内に設置した共同設置現金自動設備による現金自動引出及び
預入れサービスを行っております。
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（7）事業譲渡等の状況
該当事項はありません。

（8）その他銀行の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社役員（取締役及び監査役）に関する事項
（1）会社役員の状況

（年度末現在）
氏 名 地位及び担当 重 要 な 兼 職 そ の 他

鈴 木 良 夫 取締役頭取（代表取締役） 中国総合信用株式会社取締役

長 岡 一 彦 取 締 役 常 務 執 行 役 員
企画本部長兼管理本部長 中国総合信用株式会社監査役

野 津 一 人 取締役執行役員本店営業部長
名 越 昇 取 締 役 （社 外 取 締 役） ㈲ 日 建 商 事 代 表 取 締 役

森 田 俊 平 取 締 役 （社 外 取 締 役）
SBI ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱
専 務 取 締 役
SBI地銀ホールディングス㈱
代 表 取 締 役

浅 枝 芳 隆 取 締 役 （社 外 取 締 役）
ウイングアーク1st㈱社外監査役
ア ス ク ル ㈱ 社 外 監 査 役
SBI地銀ホールディングス㈱
非 常 勤 監 査 役

片 寄 直 樹 常 勤 監 査 役 （注）1
周 藤 智 之 監 査 役 （社 外 監 査 役） 公 認 会 計 士 （注）2

多 々 納 道 子 監 査 役 大 学 教 授
公益財団法人しまね女性センター理事長

市 川 亨 監 査 役 （社 外 監 査 役） SBI ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱
常 勤 社 外 監 査 役

（注）1．常勤監査役片寄直樹氏は、長年にわたり当行の経理部門に在籍し、経理・財務業務に携わってきた経
験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

2．監査役周藤智之氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し
ております。

3．社外取締役及び社外監査役の重要な兼職の状況については、上記の他、後記「３．社外役員に関する
事項」に記載しております。

4．当行は、執行役員制度を採用しております。取締役を兼務していない執行役員は次のとおりでありま
す。

（年度末現在）
氏 名 地位及び担当

小 谷 周 作 執行役員営業本部長
原 清 執行役員審査本部長兼審査管理グループ部長
原 賢 執行役員総合企画グループ部長
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（2）会社役員に対する報酬等
①取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

2018年６月26日開催の第168期定時株主総会において、取締役の報酬限
度額を年額10,800万円以内（うち社外取締役分は年額600万円以内とする
他、使用人給与相当額は含まれておりません）、監査役の報酬限度額を年額
2,160万円以内と決議をいただいております。また、これとは別枠の報酬制
度として、2018年６月26日開催の第168期定時株主総会において、取締役
及び監査役（社外取締役及び社外監査役を含みます）を対象に株式報酬制度
「株式給付信託（BBT)」を導入しております。信託に拠出する金銭の上限金
額は、２事業年度ごとに取締役分として6,600万円（うち社外取締役分とし
て400万円）、監査役分として800万円、合計7,400万円であります。なお、
第168期定時株主総会終結時における取締役の員数は９名（うち社外取締役
２名）、監査役は４名であります。
2021年６月24日開催の第171期定時株主総会において、取締役及び監査

役に対する株式報酬制度に係る報酬枠再設定として、取締役等に付与される
ポイント数の上限は１事業年度当たり取締役分として92,800ポイント(うち
社外取締役分として5,600ポイント)、監査役分として11,200ポイント、合
計104,000ポイントとし、１事業年度当たり本信託が取得する当行株式数の
上限は104,000株と決議いただいております。なお、第171期定時株主総会
終結時における取締役の員数は５名（うち社外取締役３名）、監査役は４名
であります。
また、2010年６月25日開催の第160期定時株主総会において、社宅提供

費用を取締役に対する金銭以外の報酬として、月額15万円以内と決議をいた
だいております。なお、第160期定時株主総会終結時における取締役の員数
は６名（うち社外取締役０名）、監査役は４名であります。

②役員の報酬等の額又はその算定方法の決定方針に関する事項
当行取締役会は当行の役員に対する報酬等を、社外取締役を除く取締役に

ついては基本報酬、業績連動賞与及び株式給付信託とし、社外取締役及び監
査役については基本報酬、株式給付信託とすることを決定しております。
当行取締役会は当該基本報酬について、経済や社会の情勢を踏まえ、経営

委任の対価として適切であり、かつ株主等に対して説明責任を十分に果たす
ことが可能であることに加え、当行の企業価値の最大化に向けた意欲をより
高めることのできる、適切、公正かつバランスの取れたものとする方針の決
定をしており、当該業績連動賞与及び株式給付信託については、取締役の報
酬と当行の株式価値との連動性をより明確にし、社外取締役を除く取締役が
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中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めること、社外
取締役にあっては監督を通じ、監査役にあっては監査を通じた中長期的な企
業価値の向上に貢献する意識を高めることを目的とする方針の決定をしてお
ります。なお、業績連動賞与及び株式給付信託の制度設計にあたっては、基
本報酬と業績連動報酬の割合を70：30とすることを前提としております。
これらの役員個人別の報酬等については、株主総会において決定した役員

報酬限度額及び株式給付信託に係る信託に拠出する金銭の上限金額及び付与
される上限のポイント数の範囲内で、社外役員へ諮問の上、取締役会が社外
役員からの答申内容を踏まえ決定しており、当該方法は当行の役員に対する
報酬等の決定方針に沿う内容であると判断しております。
当行の役員報酬のうち業績連動報酬である業績連動賞与、株式給付信託と

もに業績連動に係る指標は当期純利益であり、当該指標を選択した理由は、
経営の最終結果であり、かつ配当原資であることから株主への説明責任の観
点からも適していると判断したものであります（ただし、社外取締役及び監
査役は対象外）。
なお、当事業年度における業績連動報酬に係る指標の目標は、当期純利益

300百万円であり、実績は389百万円となっております。

③会社役員の報酬等の総額等

役員区分 支給人数 報酬等の総額
(百万円) 固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金 その他

取締役
(社外取締役を除く) ３ 54 35 18 ― 0

監査役
(社外監査役を除く) ２ 16 16 ― ― ―

取締役（社外役員） ２ 6 6 ― ― ―

監査役（社外役員） ２ 6 6 ― ― ―
（注）1.「報酬等の総額」には役員株式給付引当金、業績連動賞与引当金として費用処理した額を含んでおり

ます。
2．監査役（社外監査役を除く）及び社外役員の固定報酬には役員株式給付引当金として費用処理した金
額が含まれております。

3.「その他」は、社宅提供費用であります。
4．上記の支給人数に、無報酬の取締役１名は含まれておりません。
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（3）責任限定契約
氏名 責任限定契約の内容の概要

名 越 昇 当行は、会社法第427条第１項の規定により、会社法第423条第１項
の取締役の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契
約に基づく賠償責任の限度額は、金100万円以上であらかじめ定めら
れた額または法令が規定する額のいずれか高い額であります。

森 田 俊 平
浅 枝 芳 隆

片 寄 直 樹
当行は、会社法第427条第１項の規定により、会社法第423条第１項
の監査役の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契
約に基づく賠償責任の限度額は、金100万円以上であらかじめ定めら
れた額または法令が規定する額のいずれか高い額であります。

周 藤 智 之

多 々 納 道 子

市 川 亨

（4）補償契約
イ 在任中の会社役員との間の補償契約

該当事項はありません。

ロ 補償契約の履行等に関する事項
該当事項はありません。

（5）役員等賠償責任保険契約に関する事項
イ 在任中の会社役員との間の賠償責任保険契約

該当事項はありません。
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３．社外役員に関する事項
（1）社外役員の兼職その他の状況

氏 名 兼 職 そ の 他 の 状 況

名 越 昇
(有)日建商事代表取締役
当行は同社に対し、一般取引先と同様な条件で資金貸付等を
行っております。

森 田 俊 平

SBIホールディングス㈱専務取締役
SBIアートオークション㈱取締役
SBIポイント㈱取締役
SBIビジネス・ソリューションズ㈱取締役
SBI Crypto㈱取締役
SBIセキュリティ・ソリューションズ㈱取締役
SBI地銀ホールディングス㈱代表取締役
SBIアセットマネジメントグループ㈱取締役
SBIデジタルアセットホールディングス㈱取締役
SBIネオファイナンシャルサービシーズ㈱取締役
SBINFT㈱取締役
㈱SBI貯蓄銀行取締役
SBI地方創生バンキングシステム㈱代表取締役
SBIアートポート㈱取締役

浅 枝 芳 隆
ウイングアーク1st㈱社外監査役
アスクル㈱社外監査役
SBI地銀ホールディングス㈱非常勤監査役

周 藤 智 之 周藤公認会計士事務所所長
みらいサポート税理士法人社員

市 川 亨 SBIホールディングス㈱常勤社外監査役

（注）取締役名越昇氏及び浅枝芳隆氏ならびに監査役周藤智之氏及び市川亨氏は、東京証券取引所の規則に定
める独立役員として届け出ております。
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（2）社外役員の主な活動状況
氏 名 在任期間 取締役会への出席状況 取締役会における発言その他の活動状況

名 越 昇
４年10ヶ月
（2019年
６月26日就任）

当期開催の取締役会16
回の全てに出席しており
ます。

社外取締役として期待される役割とし
て、金融関係業務に関する豊富な経験・
知見を活かして、当行の経営に対して独
立した立場からの発言を行っておりま
す。また、支店長会議に出席し、当行の
経営方針及び経営計画等の内容ならびに
対応状況等の把握に努めております。

森 田 俊 平
４年４ヶ月
（2019年
12月４日就任）

当期開催の取締役会16
回の全てに出席しており
ます。

社外取締役として期待される役割とし
て、ＳＢＩホールディングス株式会社の
前最高財務責任者としてＳＢＩグループ
の経営戦略を経理・財務面から支えられ
るなど、財務及び会計分野における相当
の専門知識に加え、経験と深い知見を活
かしての発言を行っております。また、
支店長会議に出席し、当行の経営方針及
び経営計画等の内容ならびに対応状況等
の把握に努めております。

浅 枝 芳 隆
４年４ヶ月
（2019年
12月４日就任）

当期開催の取締役会16
回の全てに出席しており
ます。

社外取締役として期待される役割とし
て、公認会計士としてのグローバルな会
計監査経験及び専門的な知見及び事業会
社における経営者としての経験の見地か
らの発言を行っております。また、支店
長会議に出席し、当行の経営方針及び経
営計画等の内容ならびに対応状況等の把
握に努めております。

周 藤 智 之
４年10ヶ月
（2019年
６月26日就任）

当期開催の取締役会16
回の全てに出席し、ま
た、当期開催の監査役会
13回の全てに出席して
おります。

社外監査役として期待される役割とし
て、公認会計士としての豊富な経験と高
度な専門性と幅広い見地からの発言を行
っております。また、支店長会議に出席
し、当行の経営方針及び経営計画等の内
容ならびに対応状況等の把握に努めてお
ります。

市 川 亨
３年10ヶ月
（2020年
６月24日就任）

当期開催の取締役会16
回の全てに出席し、ま
た、当期開催の監査役会
13回の全てに出席して
おります。

社外監査役として期待される役割とし
て、金融関係業務に関する豊富な経験・
知見に加え、ＳＢＩホールディングス株
式会社の常勤社外監査役として、リスク
管理における相当の専門知識に加え、経
験と深い知見を活かしての発言を行って
おります。また、支店長会議に出席し、
当行の経営方針及び経営計画等の内容な
らびに対応状況等の把握に努めておりま
す。
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（3）社外役員に対する報酬等

役員区分 支給人数 報酬等の総額
(百万円) 固定報酬 業績連動

報酬 退職慰労金 その他

社外役員 4 12 12 ― ― ―

（注）1．銀行から受けている報酬等には、役員株式給付引当金として費用処理した額２百万円が含まれており
ます。

2．社外役員の固定報酬には役員株式給付引当金として費用処理した金額が含まれております。
3．上記の支給人数に、無報酬の取締役１名は含まれておりません。

（4）社外役員の意見
該当事項はありません。

４．当行の株式に関する事項
（1）株式数 発行可能株式総数 普通株式 37,400千株

Ａ種優先株式 18,600千株
Ｂ種優先株式 18,600千株

発行済株式の総数 普通株式 8,416千株
Ａ種優先株式 940千株
Ｂ種優先株式 6,000千株

（2）当年度末株主数 普通株式 5,135名
Ａ種優先株式 1名
Ｂ種優先株式 27名
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（3）大株主
①普通株式

株主の氏名又は名称
当行への出資状況

持 株 数 等 持 株 比 率
千株 ％

Ｓ Ｂ Ｉ 地 銀 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 1,747 20.76
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 1,142 13.57
島 根 銀 行 職 員 持 株 会 354 4.20
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口 4） 260 3.09
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 250 2.97
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 Ｅ 口） 144 1.71
永 田 光 春 92 1.10
秋 定 真 輔 85 1.01
南 聰 子 60 0.71
竹 下 泰 治 46 0.54

（注）1．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
2．持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（1,900株）を控除のうえ算出し、小数点第３位以下を
切り捨てて表示しております。なお、控除する自己株式数には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当
行株式144,455株を含んでおりません。

3．株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する株式数等のうち、2019年11月29日にＳＢＩ地
域銀行価値創造ファンド（委託会社：ＳＢＩアセットマネジメント株式会社）に対して実施した第三者
割当増資に係るものが、1,092千株含まれております。

②Ａ種優先株式

株主の氏名又は名称
当行への出資状況

持 株 数 等 持 株 比 率
千株 ％

Ｓ Ｂ Ｉ 地 銀 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 940 100.00
（注）1．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

2．持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
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③Ｂ種優先株式

株主の氏名又は名称
当行への出資状況

持 株 数 等 持 株 比 率
千株 ％

Ｓ Ｂ Ｉ 地 銀 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 1,520 25.33

中 国 総 合 信 用 株 式 会 社 1,300 21.66

株 式 会 社 西 京 銀 行 500 8.33

株 式 会 社 シ ノ ケ ン グ ル ー プ 500 8.33

株 式 会 社 ト マ ト 銀 行 300 5.00

山 陰 ケ ー ブ ル ビ ジ ョ ン 株 式 会 社 200 3.33

松 江 土 建 株 式 会 社 200 3.33

八 幡 東 栄 エ ス テ ー ト 株 式 会 社 200 3.33

Ａ Ｌ Ｓ Ｏ Ｋ 山 陰 株 式 会 社 100 1.66

今 井 産 業 株 式 会 社 100 1.66

大 畑 建 設 株 式 会 社 100 1.66

株 式 会 社 山 陰 中 央 新 報 社 100 1.66

株 式 会 社 中 筋 組 100 1.66

有 限 会 社 北 陽 水 産 100 1.66
（注）1．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

2．持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
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（4）役員保有株式
株式の交付を受けた者の人数 株式の種類及び種類ごとの数

取締役（社外取締役を除く） ― ―
社外取締役 ― ー
監査役（社外監査役を除く） ー ー
社外監査役 ー ー

５．当行の新株予約権等に関する事項
（1）事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約権等

該当事項はありません。

（2）事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等
該当事項はありません。
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６．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の状況

（単位：百万円）
氏名又は名称 当該事業年度に係る報酬等 そ の 他

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
黒川 智哉

指定有限責任社員
小林 豊和

指定有限責任社員
炭廣 慶行

70

（会計監査人の報酬等につい
て監査役会が同意した理由）
当事業年度の監査計画におけ
る監査時間・配員相当性を検
討した上で、前事業年度の監
査実績・監査報酬、同業他行
の監査報酬水準等を参考にし
て、報酬水準が監査品質の維
持に問題ない金額と判断し、
会社法第399条第１項の同意
を行っております。

（注）1．当行と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載
しております。

2．上記のほか、当事業年度において次世代システム導入プロジェクトに関する第三者調査に係る非監査
業務があります。

3．会計監査人に、当行及び当行の子会社及び子法人等が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
は、75百万円であります。

（2）責任限定契約
該当事項はありません。

（3）補償契約
イ 在任中の会計監査人との間の補償契約

該当事項はありません。

ロ 補償契約の履行等に関する事項
該当事項はありません。
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（4）会計監査人に関するその他の事項
会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定める項目に該当すると

認められる場合、即ち１.職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき、２.
会計監査人としてふさわしくない非行があったとき、３.心身の故障のため、
職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないときは、監査役全員の同意に基
づき監査役会が会計監査人を解任いたします。
又、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場合、会

計監査人に信用不安が発生した場合、その他継続してその職責を全うする上で
重要な疑義を抱く事象が発生したと判断した場合には、解任又は不再任に関す
る議案の内容を監査役会で決定し株主総会に上程する方針です。

７．財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
該当事項はありません。

８．業務の適正を確保する体制
当行が「業務の適正を確保する体制及び当該体制の運用状況」として、取締役会において決議した事項は

以下のとおりであります。
（1）業務の適正を確保するための体制

①当行の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ア．取締役の職務執行に係る情報について、文書管理規程及びそれに関する議事録管理要領に従い、以下

の文書について適切に保存及び管理(廃棄を含む。)を実施し、必要に応じて運用状況の検証、規程等
の見直し等を行う。
(ア)株主総会議事録
(イ)取締役会議事録
(ウ)経営会議議事録
(エ)業務監査会議議事録
(オ)株主総会議事録謄本

イ．前号に掲げる文書以外の文書についても、その重要度に応じて保存期間、管理方法等を文書管理規程
で定める。

②当行の損失の危機の管理に関する規程その他の体制
ア．業務活動に内在するリスクとして、以下のリスクを認識し、その把握と管理についての体制を整備す

る。なお、各リスクの詳細な定義については、統合的リスク管理規程に定める。
(ア)信用リスク
(イ)市場リスク
(ウ)流動性リスク
(エ)オペレーショナル・リスク
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イ．統合的リスク管理体制の基礎として、統合的リスク管理規程を定め、統括管理部署及び個々のリスク
についての所管部署並びに管理責任者を決定し、同規程に従った統合的リスク管理体制を構築する。

ウ．統合的リスク管理の実践については、リスク資本計画を取締役会において決定し、管理状況について
四半期に１回取締役会に報告する。また、統合的に管理するための具体的な施策として、「統合的リ
スク管理施策」を取締役会において決定し、管理状況について毎月、取締役会に報告する。

エ．経営上重大な危機(地震・火事・事故等の災害、システムダウン、新型疾病等)が発生した場合には、
経営危機管理規程に基づき、対策本部を設置するなど被害を最小化する体制を構築する。

③当行の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を原則と

して月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、付議事項については、事前に役付取締役
及び本部長である執行役員によって構成される経営会議においての議論を経て決定する。

イ．取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職制規程、職務権限規程において、それぞ
れの責任者及び責任、執行手続の詳細について定める。

④当行の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア．コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス規程(基本方針)及びコンプライアンス・マニ

ュアル(遵守基準、具体的な手続・手順)を定める。
イ．代表取締役頭取はコンプライアンスに関する最高責任者としてコンプライアンス体制の整備及び維持

を図る。
ウ．コンプライアンスの実践については、コンプライアンス体制全体の統合的な運営計画である「コンプ

ライアンス統合プログラム」並びに本部及び営業店のコンプライアンス運営計画である「コンプライ
アンス個別プログラム」を策定するとともに、遵守すべき法令等の特定、チェック・監督体制、教
育・研修の内容、実効性のフォロー体制、事故処理対策、各部門が所管する各種規程等の整備等を行
い、取締役会において決定し、運営・管理全般の状況について半期に１回取締役会に報告する。

エ．重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重大な事実を発見した場合には直ちに監査役および
代表取締役に報告するとともに、遅滞なく取締役会に報告する。

オ．組織的又は個人的な法令違反行為等に関する相談及び通報の適切な処理についての内部通報体制とし
て、コンプライアンス統括部署、常勤監査役及び外部機関(顧問弁護士)を直接の情報受領者とする内
部通報システムを整備し、内部通報処理規程に基づきその運用を行う。

カ．利益相反取引により顧客の利益を不当に害することのないよう、利益相反管理規程を定め、利
益相反管理体制を整備し、対象取引の監視や、利益相反取引の抽出、対応方法の決定など、顧客
保護に努める。

キ．反社会的勢力による被害の防止については、反社会的勢力対応規程を定め、組織として外部専門機関
との連携を図り、取引を含めた一切の関係遮断に取組むとともに、有事においては民事と刑事の法的
対応を辞さず、裏取引や資金提供を禁止するといった基本方針に基づく取組により、反社会的な個人
又は集団による民事介入暴力による当行の被害を最小化する。

ク．監査役はコンプライアンス体制及び内部通報システムの運用に問題があると認められるときは、意見
を述べるとともに、改善策の策定を求める。

ケ．経営上重大な危機(不正、法令違反等)が発生した場合には、経営危機管理規程に基づき、対策本部を
設置するなど被害を最小化する体制を構築する。

コ．財務報告に係る内部統制については、財務報告及び財務報告に重要な影響を及ぼす可能性のある情報
の信頼性の確保が連結子会社及び持分法適用関連会社を含む当行グループの社会的信用の維持・向上
に資することを十分理解した上で、全ての役職員によって当該統制に係る体制を整備・確立し、自ら
の業務との関連において日常の業務活動の中で実践する。

サ．金融円滑化の取組については、金融円滑化管理方針及び金融円滑化管理規程等に基づき、適切なリス
ク管理の下、適切かつ積極的にリスクテイクを行い、金融仲介機能を積極的に発揮することで、地域
金融機関としての公共的使命及び社会的責任を全うする体制を構築する。
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シ．内部者取引の管理については、金融商品取引法その他関係法令、及び内部者取引管理規程に基づき、
重要事実の適切な管理と内部者取引の未然防止を図る体制を構築する。

⑤当行及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア．当行の子会社の取締役及び業務を執行する社員の職務の執行に係る事項の当行への報告に関する体制

(ア)取締役及び業務を執行する社員の職務の執行については、子会社・関連会社に関する規程に従い、
子会社等の経営方針及び重要事項、人事・財務に関する事項等について報告を受ける体制を構築
する。

イ．当行の子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制
(ア)業務活動に内在するリスクとして、以下のリスクを認識し、その把握と管理についての体制

を整備する。なお、各リスクの詳細な定義については、統合的リスク管理規程に定める。
a．信用リスク
b．市場リスク
c．資金リスク
d．オペレーショナル・リスク

(イ)統合的リスク管理体制の基礎として、統合的リスク管理規程を定め、統括管理部署及び個々のリ
スクについての所管部署並びに管理責任者を決定し、同規程に従った統合的リスク管理体制を構
築する。

(ウ)経営上重大な危機(地震・火事・事故等の災害、システムダウン、新型疾病等)が発生した場合に
は、経営危機管理規程に基づき、対策本部を設置するなど被害を最小化する体制を構築する。

ウ．当行の子会社の取締役及び業務を執行する社員の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制
(ア)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を原

則として月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。
(イ)取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職制規程、職務権限規程において、そ

れぞれの責任者及び責任、執行手続の詳細について定める。
エ．当行の子会社の取締役、業務を執行する社員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制
(ア)コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス規程(基本方針)及びコンプライアンス・

マニュアル(遵守基準、具体的な手続・手順)を定める。
(イ)代表取締役社長はコンプライアンスに関する最高責任者としてコンプライアンス体制の整備及び

維持を図る。
(ウ)コンプライアンスの実践については、コンプライアンス・チェック表により、毎日、コンプライ

アンスの実施状況を管理し、コンプライアンスに関すると思われる案件等については、随時個別
に代表取締役社長に報告する。

(エ)組織的又は個人的な法令違反行為等に関する相談及び通報の適切な処理についての内部通報体制
として、代表取締役社長及び当行の子会社を所管する部署又はコンプライアンス統括部署を直接
の情報受領者とする内部通報システムを整備し、内部通報処理規程に基づきその運用を行う。

(オ)利益相反取引により顧客の利益を不当に害することのないよう、利益相反管理規程を定め、利益
相反管理体制を整備し、対象取引の監視や、利益相反取引の抽出、対応方法の決定など、顧客保
護に努める。

(カ)反社会的勢力による被害の防止については、反社会的勢力対応規程を定め、組織として外部専門
機関との連携を図り、取引を含めた一切の関係遮断に取組むとともに、有事においては民事と刑
事の法的対応を辞さず、裏取引や資金提供を禁止するといった基本方針に基づく取組により、反
社会的な個人又は集団による民事介入暴力による被害を最小化する。

(キ)財務報告に係る内部統制については、財務報告及び財務報告に重要な影響を及ぼす可能性のある
情報の信頼性の確保が連結子会社及び持分法適用関連会社を含む当行グループの社会的信用の維
持・向上に資することを十分理解した上で、全ての役職員によって当該統制に係る体制を整備・
確立し、自らの業務との関連において日常の業務活動の中で実践する。
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(ク)金融円滑化の取組については、金融円滑化管理方針及び金融円滑化管理規程等に基づき、適切な
リスク管理の下、適切かつ積極的にリスクテイクを行い、公共的使命及び社会的責任を全うする
体制を構築する。

(ケ)内部者取引の管理については、金融商品取引法その他関係法令、及び内部者取引管理規程に基づ
き、重要事実の適切な管理と内部者取引の未然防止を図る体制を構築する。

⑥当行の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及
び当該使用人の当行の取締役からの独立性に関する事項並びに使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項
ア．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役会の同意を得た上で取締役会

が監査役補助者を決定する。また、監査役補助者の解任、人事異動、賃金等の改定についても、監査
役会の同意を得た上で取締役会が決定することとし、さらに、監査役補助者の評価は監査役が行うこ
とで、取締役会からの独立を確保する。

イ．監査役補助者は、専ら監査役の指揮命令下で職務を遂行し、業務の執行にかかる役職を兼務しない。
⑦当行の監査役への報告に関する体制
ア．当行の取締役及び使用人が当行の監査役に報告をするための体制

(ア)取締役及び使用人は、監査役会規程の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要な報告
を行う。
この報告としての主なものは以下のとおり。
a．コンプライアンス体制、リスク管理体制に関わる状況
b．業務監査室における経営監査、拠点監査の状況
c．重要な会計方針及び会計基準変更
d．業績及び業績見通の発表内容、重要開示書類の内容
e．通報システムの運用及び通報の内容
f． 行内申請書及び会議議事録の回付の義務付け

イ．当行の子会社の取締役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当行の
監査役に報告をするための体制
(ア)取締役、業務を執行する社員、その他これらの者に相当する者及び使用人は、監査役会規程の定

めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要な報告を行う。
この報告としての主なものは以下のとおり。
a．コンプライアンス体制、リスク管理体制に関わる状況
b．業務監査室における経営監査、拠点監査の状況
c．重要な会計方針及び会計基準変更
d．業績及び業績見通の発表内容、重要開示書類の内容
e．内部通報システムの運用及び通報の内容
f． 社内申請書及び会議議事録の回付の義務付け

⑧前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制
内部通報処理規程及びコンプライアンス規程に基づき、報告した者が当該報告をしたことを理由として

不利な取扱いを受けない体制を構築する。

⑨当行の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生
ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役が、その職務の執行について生じる費用の前払又は債務の処理等の請求をしたときは、速やかに

当該費用又は債務を処理する。なお監査役は、当該費用の支出にあたっては、その効率性及び適正性に留
意するものとする。
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⑩その他当行の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア．監査役は重要な意思決定のプロセス及び業務の執行状況を把握するため、取締役会をはじめとする重

要な会議に出席する。
イ．監査役が業務監査室の実施する経営監査、拠点監査にかかる実施計画について事前に説明を受け、必

要があると認めるときは、その修正等を求めることができる体制を構築する。また、経営監査、拠点
監査の実施状況について適宜報告を受け、必要があると認めるときは、追加監査の実施、業務改善策
を求めることができる体制を構築する。

ウ．監査役が会計監査人を監視し、会計監査人の取締役会からの独立性を確保するため、会計監査人の監
査計画について事前に報告を受ける体制を構築する。また、会計監査人の報酬及び会計監査人に依頼
する非監査業務については監査役会の事前承認を要する体制を構築する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①当行の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ア．取締役会議事録等、取締役の職務の執行に係る各書類については、行内規程等に従って適切に保存及

び管理いたしました。

②当行の損失の危機の管理に関する規程その他の体制
ア．取締役会においてリスク資本計画及び統合的リスク管理施策を決定し、その管理状況を四半期に１回

取締役会に報告いたしました。

③当行の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．経営会議を40回、取締役会を16回開催し、各々の規程の定めに基づいて、付議・報告をいたしまし

た。
イ．取締役会において中期経営計画に基づく業務運営方針を決定し、その進捗状況を四半期に１回取締役

会に報告いたしました。
ウ．取締役および使用人は、各担当部門の業務執行状況を月に１回取締役会に報告いたしました。

④当行の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア．取締役会において「コンプライアンス統合プログラム」並びに「コンプライアンス個別プログラム」

を決定し、その運営・管理全般の状況について半期に１回取締役会に報告いたしました。
イ．コンプライアンスに関する研修を６回開催し不祥事防止及び情報漏えい・紛失事故防止等について周

知・徹底いたしました。

⑤当行及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア．当行は、子会社から月に１回当該子会社の取締役会における決議・報告事項について報告を受けまし

た。
イ．子会社・関連会社に関する規程に基づき、子会社から経営方針及び重要事項、人事・財務に関する事

項、リスク管理に関する事項、コンプライアンスに関する事項等について報告を受けました。

⑥当行の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及
び当該使用人の当行の取締役からの独立性に関する事項並びに使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項
ア．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役会の同意を得た上で取締役会

が監査役補助者を決定することとしておりますが、監査役からの求めはありませんでした。
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⑦当行の監査役への報告に関する体制
ア．当行の取締役会には全ての監査役が、経営会議には常勤監査役が出席し、当行の取締役及び使用人が

必要な報告をいたしました。
イ．当行の取締役及び使用人は、各監査役から報告の要請があったものに対して必要な報告をいたしまし

た。
ウ．当行の子会社の取締役及び使用人は、各監査役から報告の要請があったものに対して必要な報告をい

たしました。

⑧前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制
ア．監査役に報告を行った者が不利な取扱いを受けない旨を内部通報処理規程及びコンプライアンス規程

に定め、これを行内に周知いたしました。

⑨当行の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生
ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
ア．監査役の職務の執行について生ずる費用については、全て当行が負担いたしました。

⑩その他当行の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア．監査役は、重要な意思決定のプロセス及び業務の執行状況を把握するため、取締役会をはじめとする

重要な会議に出席いたしました。
イ．業務監査室は、監査役に対して経営監査、拠点監査に係る実施計画及び各監査の実施状況について報

告いたしました。
ウ．会計監査人は、監査役に対して会計監査計画及び監査結果について報告いたしました。

９．特定完全子会社に関する事項
該当事項はありません。

10．親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。

11．会計参与に関する事項
該当事項はありません。

12．その他
該当事項はありません。
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第174期末 （2024年３月31日現在） 貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）
現 金 預 け 金

現 金
預 け 金

金 銭 の 信 託
有 価 証 券

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

33,421
4,181

29,239
698

117,393
29,075

985
12,185

627
74,519
369,692

724
6,548

316,174
46,243
1,672
355
77

508
730

6,814
4,168
1,632
102
911
528
514
13
249
85

4,806
△3,239

（負 債 の 部）
預 金 491,104

当 座 預 金 54,572
普 通 預 金 192,764
貯 蓄 預 金 1,613
通 知 預 金 53
定 期 預 金 240,614
定 期 積 金 1,064
そ の 他 の 預 金 423

借 用 金 17,000
借 入 金 17,000

そ の 他 負 債 1,398
未 決 済 為 替 借 496
未 払 法 人 税 等 58
未 払 費 用 507
前 受 収 益 138
給 付 補 填 備 金 0
リ ー ス 債 務 106
資 産 除 去 債 務 59
そ の 他 の 負 債 31

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 18
偶 発 損 失 引 当 金 106
役 員 株 式 給 付 引 当 金 98
業 績 連 動 賞 与 引 当 金 1
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 191
支 払 承 諾 4,806
負 債 の 部 合 計 514,726
（純 資 産 の 部）
資 本 金 7,886
資 本 剰 余 金 7,722

そ の 他 資 本 剰 余 金 7,722
利 益 剰 余 金 7,167

利 益 準 備 金 43
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,124

繰 越 利 益 剰 余 金 7,124
自 己 株 式 △107
株 主 資 本 合 計 22,669
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △5,654
土 地 再 評 価 差 額 金 381
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △5,273
純 資 産 の 部 合 計 17,396

資 産 の 部 合 計 532,123 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 532,123
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第174期（2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益 7,154
資 金 運 用 収 益 5,336
貸 出 金 利 息 4,612
有 価 証 券 利 息 配 当 金 671
預 け 金 利 息 52

役 務 取 引 等 収 益 1,291
受 入 為 替 手 数 料 101
そ の 他 の 役 務 収 益 1,189

そ の 他 業 務 収 益 274
国 債 等 債 券 売 却 益 274

そ の 他 経 常 収 益 251
償 却 債 権 取 立 益 35
金 銭 の 信 託 運 用 益 63
そ の 他 の 経 常 収 益 152

経 常 費 用 6,691
資 金 調 達 費 用 508
預 金 利 息 503
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 0
そ の 他 の 支 払 利 息 3

役 務 取 引 等 費 用 865
支 払 為 替 手 数 料 19
そ の 他 の 役 務 費 用 845

そ の 他 業 務 費 用 337
国 債 等 債 券 売 却 損 335
国 債 等 債 券 償 却 2

営 業 経 費 4,600
そ の 他 経 常 費 用 379
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 282
株 式 等 償 却 0
そ の 他 の 経 常 費 用 97

経 常 利 益 463
特 別 利 益 1

固 定 資 産 処 分 益 1
特 別 損 失 0

固 定 資 産 処 分 損 0
減 損 損 失 0

税 引 前 当 期 純 利 益 463
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 10
法 人 税 等 調 整 額 62
法 人 税 等 合 計 73
当 期 純 利 益 389
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第174期（2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本
合計その他資本剰余金 資本剰余金

合計 利益準備金
その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金
当期首残高 7,886 7,722 7,722 9 6,938 6,948 △107 22,449
当期変動額
剰余金の配当 △170 △170 △170
当期純利益 389 389 389
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 0 0
利益準備金の積立 34 △34 ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― ― 34 185 219 △0 219
当期末残高 7,886 7,722 7,722 43 7,124 7,167 △107 22,669

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計
当期首残高 △6,952 381 △6,570 15,879
当期変動額
剰余金の配当 △170
当期純利益 389
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 0
利益準備金の積立 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 1,297 ― 1,297 1,297

当期変動額合計 1,297 ― 1,297 1,516
当期末残高 △5,654 381 △5,273 17,396
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第174期末 （2024年３月31日現在） 連結貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

現 金 預 け 金

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

リース債権及びリース投資資産

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

33,592

698

116,949

367,274

3,571

2,703

6,844

4,168

1,632

1,044

542

528

13

528

17

4,806

△3,315

（負 債 の 部）
預 金 490,763
借 用 金 18,034
そ の 他 負 債 1,520
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 18
偶 発 損 失 引 当 金 106
役 員 株 式 給 付 引 当 金 98
業 績 連 動 賞 与 引 当 金 1
再評価に係る繰延税金負債 191
支 払 承 諾 4,806
負 債 の 部 合 計 515,542
（純 資 産 の 部）
資 本 金 7,886
資 本 剰 余 金 7,722
利 益 剰 余 金 8,225
自 己 株 式 △107
株 主 資 本 合 計 23,727
その他有価証券評価差額金 △5,654
土 地 再 評 価 差 額 金 381
退職給付に係る調整累計額 193
その他の包括利益累計額合計 △5,079
非 支 配 株 主 持 分 22
純 資 産 の 部 合 計 18,671

資 産 の 部 合 計 534,213 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 534,213
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第174期（2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）連結損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益 9,203
資 金 運 用 収 益 5,317
貸 出 金 利 息 4,600
有 価 証 券 利 息 配 当 金 664
預 け 金 利 息 52

役 務 取 引 等 収 益 1,290
そ の 他 業 務 収 益 274
そ の 他 経 常 収 益 2,320
償 却 債 権 取 立 益 35
そ の 他 の 経 常 収 益 2,284

経 常 費 用 8,671
資 金 調 達 費 用 509
預 金 利 息 503
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 0
借 用 金 利 息 5

役 務 取 引 等 費 用 865
そ の 他 業 務 費 用 337
営 業 経 費 4,663
そ の 他 経 常 費 用 2,296
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 270
そ の 他 の 経 常 費 用 2,025

経 常 利 益 531
特 別 利 益 2

固 定 資 産 処 分 益 1
国 庫 補 助 金 1

特 別 損 失 2
固 定 資 産 処 分 損 0
減 損 損 失 0
固 定 資 産 圧 縮 損 1

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 531
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 25
法 人 税 等 調 整 額 85
法 人 税 等 合 計 111
当 期 純 利 益 420
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 0
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 419
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第174期（2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 7,886 7,722 7,976 △107 23,478
当期変動額
剰余金の配当 △170 △170
親会社株主に帰属
する当期純利益 419 419

自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 0 0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当期変動額合計 ― ― 249 △0 249
当期末残高 7,886 7,722 8,225 △107 23,727

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 △6,952 381 50 △6,520 22 16,980
当期変動額
剰余金の配当 △170
親会社株主に帰属
する当期純利益 419

自己株式の取得 △0
自己株式の処分 0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 1,297 ― 143 1,440 0 1,441

当期変動額合計 1,297 ― 143 1,440 0 1,690
当期末残高 △5,654 381 193 △5,079 22 18,671
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

株式会社島根銀行
取締役会 御中

2024年５月９日

有限責任 あずさ監査法人
大阪事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 黒 川 智 哉
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 豊 和
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 炭 廣 慶 行

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社島根銀行の2023年４月１日から2024年３月31日ま

での第174期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他
の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書
類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監

査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容
に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計
算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ
とが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明するこ
とが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害
要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

株式会社島根銀行
取締役会 御中

2024年５月９日

有限責任 あずさ監査法人
大阪事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 黒 川 智 哉
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 豊 和
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 炭 廣 慶 行

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社島根銀行の2023年４月１日から2024年３月31日までの連

結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成
のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
島根銀行及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監

査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ
とが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

2024年05月22日 17時53分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



41

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任
を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害
要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監査報告書

当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第174期事業年度における
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、業務監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
部及び主要な営業店において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正
を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書）について検討
いたしました。
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2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月10日

株式会社島根銀行 監査役会

常勤監査役 片 寄 直 樹 ㊞

社外監査役 周 藤 智 之 ㊞

監 査 役 多 々 納 道 子 ㊞

社外監査役 市 川 亨 ㊞

以上
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株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
期末配当に関する事項
当行の利益配分につきましては、公共性・社会性を強く認識し、地域金融機関

としての使命を遂行しながら、確固とした経営基盤に基づき自己資本充実を図り、
経営体力に見合った配当を実施することを基本方針としております。
つきましては、次のとおり配当を実施させていただきたいと存じます。
１．配当財産の種類

金銭といたします。
２．株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額

当行普通株式１株につき金５円
当行Ａ種優先株式１株につき金６円17銭
当行Ｂ種優先株式１株につき金８円25銭
なお、この場合の配当総額は97,375,483円となります。（普通株式
42,070,500円、Ａ種優先株式5,804,983円、Ｂ種優先株式49,500,000
円）

３．剰余金の配当が効力を生ずる日
2024年６月27日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役６名選任の件
取締役６名全員は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当行の
株式の
種 類
及び数

当行との
特別の
利害関係

１

すず き よし お

鈴 木 良 夫
（1953年12月16日生）

1976年４月 当行入行
2006年６月 当行取締役本店営業部長
2008年７月 当行取締役出雲支店長
2010年６月 当行常務取締役
2015年６月 松江リース株式会社 代表取締役社長
2017年６月 当行代表取締役頭取（現任）

株

普通株式
2,666

なし＜取締役候補者とした理由＞
鈴木良夫氏は、2015年６月まで当行の常務取締役であり、その後、2015年６月
から2017年６月まで、当行の連結子会社である松江リース株式会社の代表取締
役を務め、さらに、2017年６月からは当行代表取締役を務めており、その職務、
職責を適切に果たしております。これらの経験、知見に基づき、取締役として当
行の持続的な成長と企業価値の向上へ貢献できると判断し、引き続き取締役候補
者としたものです。

２

なが おか かず ひこ

長 岡 一 彦
（1967年６月２日生）

1991年４月 当行入行
2008年７月 当行リスク管理室次長
2013年７月 当行リスク管理室上席次長
2014年７月 当行リスク管理室長
2016年７月 当行総合企画グループ部長
2020年６月 当行取締役常務執行役員企画本部長
2023年１月 当行取締役常務執行役員企画本部長兼

管理本部長（現任）
兼職：中国総合信用株式会社 取締役

株

普通株式
1,115 当行との

間に通常
の銀行取
引があり
ます。＜取締役候補者とした理由＞

長岡一彦氏は、リスク管理室、総合企画グループの部室長を務めるなど、銀行業
務に精通しております。また、2020年から取締役を務め、その職務、職責を適
切に果たしております。これらの経験、知見に基づき、取締役として当行の持続
的な成長と企業価値の向上へ貢献できると判断し、引き続き取締役候補者とした
ものです。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当行の
株式の
種 類
及び数

当行との
特別の
利害関係

３

の つ かず ひと

野 津 一 人
（1967年３月12日生）

1990年４月 当行入行
2013年７月 当行江津支店長
2016年７月 当行安来支店長
2018年７月 当行業務企画グループ部長
2020年６月 当行営業推進グループ部長
2021年４月 当行本店営業部長
2021年６月 当行執行役員本店営業部長
2022年６月 当行取締役執行役員本店営業部長（現

任）

株

普通株式
2,830

なし

＜取締役候補者とした理由＞
野津一人氏は、業務企画グループ、営業推進グループの部長、営業店長を務める
など、銀行業務に精通しております。また、2021年から執行役員、2022年から
取締役を務め、その職務、職責を適切に果たしております。これらの経験、知見
に基づき、取締役として当行の持続的な成長と企業価値の向上へ貢献できると判
断し、引き続き取締役候補者としたものです。

４

な ごし のぼる

名 越 昇
（1950年８月13日生）

1974年４月 島根県信用保証協会入協
1993年４月 経営相談室長
2001年11月 社会福祉法人隠岐共生学園 理事
2004年４月 業務統括部長
2008年４月 常勤理事
2012年４月 常務理事
2014年４月 専務理事
2016年３月 島根県信用保証協会退任
2016年４月 有限会社日建商事 代表取締役（現任）
2019年６月 当行取締役（現任）

株

普通株式
1,024

なし

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
名越昇氏は、島根県信用保証協会において専務理事を務められ、長きに亘り地元
事業者と金融機関との金融の円滑化に携われております。その豊富な経験・知見
を活かし、当行の経営に対して独立的な立場から有益な助言やご指摘をいただく
ことを期待し、引き続き社外取締役候補者としたものです。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当行の
株式の
種 類
及び数

当行との
特別の
利害関係

５
もり た しゅん ぺい

森 田 俊 平
（1974年12月31日生）

1998年４月 ソフトバンク㈱（現ソフトバンクグル
ープ㈱）入社

1999年４月 ソフトバンク・アカウンティング㈱
（現ソフトバンク㈱）入社

2000年７月 オフィスワーク㈱（現SBIビジネス・ソ
リューションズ㈱）代表取締役社長

2005年11月 ㈱ジェイシーエヌランド（現SBIビジネ
ス・ソリューションズ㈱）代表取締役
社長

2009年 6 月 SBIホールディングス㈱取締役執行役員
2011年 6 月 モーニングスター㈱（現SBIグローバル

アセットマネジメント㈱）社外監査役
2011年10月 SBIホールディングス㈱取締役執行役員

CFO
2012年５月 SBIアートオークション㈱代表取締役
2012年６月 SBIホールディングス㈱取締役執行役員

常務
2014年12月 SBIポイント㈱代表取締役
2017年６月 SBIビジネス・ソリューションズ㈱取締

役（現任）
2017年６月 SBIホールディングス㈱取締役執行役員

専務
2017年８月 SBI Crypto㈱取締役（現任）
2018年６月 SBIホールディングス㈱専務取締役（現

任）
2018年11月 SBIセキュリティ・ソリューションズ㈱

取締役（現任）
2019年12月 当行取締役（現任）

株

普通株式
−

なし
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当行の
株式の
種 類
及び数

当行との
特別の
利害関係

2020年４月 SBI地銀ホールディングス㈱代表取締役
（現任）

2021年６月 SBIグローバルアセットマネジメント㈱
(現SBIアセットマネジメントグループ
㈱)取締役（現任）

2021年６月 SBIデジタルアセットホールディングス
㈱取締役（現任）

2021年６月 SBIネオファイナンシャルサービシーズ
㈱取締役（現任）

2021年９月 SBINFT㈱取締役（現任）
2022年２月 ㈱SBI貯蓄銀行取締役（現任）
2022年６月 SBIアートオークション㈱取締役（現

任）
2022年６月 SBIポイント㈱取締役（現任）
2022年９月 SBI地方創生バンギングシステム㈱代表

取締役（現任）
2023年４月 SBIアートポート㈱取締役（現任）

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
森田俊平氏は、SBIホールディングス株式会社の前最高財務責任者としてSBIグル
ープの経営戦略を経理・財務面から支えてこられました。特に、財務および会計
分野における相当の専門知識に加え、高い倫理観を有しておられるとともに、主
要な子会社の取締役を務め、SBIグループの持続的な企業価値向上に貢献されて
おります。また、SBI地銀ホールディングス㈱の代表取締役として、地方創生お
よび投資された地域金融機関の価値向上に取り組んでおられます。その豊富な経
験と知見を活かし、当行の経営に対して独立的な立場から有益な助言やご指摘を
いただくことを期待し、引き続き社外取締役候補者としたものです。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当行の
株式の
種 類
及び数

当行との
特別の
利害関係

６

あさ えだ よし たか

浅 枝 芳 隆
（1956年１月17日生）

1978年９月 新光監査法人入社
1985年10月 米国Price Waterhouse LLP

（現 PricewaterhouseCoopers LLP）
入所

1994年７月 同所パートナー
1996年６月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法

人トーマツ）入所
1997年６月 同所代表社員（2007年10月に呼称を

社員に統一）
2013年７月 Deloitte Touche Tohmatsu EMEA

Regional Leader,Japanese Services
Group

2017年６月 浅枝芳隆公認会計士事務所開設
2017年６月 SBIホールディングス㈱社外取締役
2019年11月 ウイングアーク1st㈱社外監査役（現

任）
2019年12月 当行取締役（現任）
2020年８月 アスクル㈱社外監査役（現任）
2023年８月 SBI地銀ホールディングス㈱非常勤監査

役（現任）

株

普通株式
4,097 なし

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
浅枝芳隆氏は、公認会計士として、グローバルな会計監査経験および専門的な知
見を有しておられることに加え、事業会社における経営者としての経験も有して
おられます。その豊富な経験と知見を活かし、当行の経営に対して独立的な立場
から有益な助言やご指摘をいただくことを期待し、引き続き社外取締役候補者と
したものです。

（注）1．名越昇氏、森田俊平氏および浅枝芳隆氏は、社外取締役候補者であります。
2．名越昇氏と浅枝芳隆氏は、東京証券取引所の規則に定める独立役員として指定し、同取引所に届け出
ております。なお、両氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

3．名越昇氏の社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって５年であります。森田俊平氏および浅枝芳
隆氏の社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって４年６か月であります。

4．当行は、名越昇氏、森田俊平氏および浅枝芳隆氏との間で会社法第427条第１項および当行定款第32
条第２項の規定に基づき、100万円以上であらかじめ定めた額または法令が規定する額のいずれか高い
額を限度として、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。名
越昇氏、森田俊平氏および浅枝芳隆氏の再任が承認された場合には、各氏との契約を継続する予定であ
ります。
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第３号議案 監査役４名選任の件
監査役４名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、監査役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況

所有する
当行の
株式の
種 類
及び数

当行との
特別の
利害関係

１

かた よせ なお き

片 寄 直 樹
（1964年８月31日生）

1987年４月 当行入行
2006年４月 当行人事財務グループ次長
2011年７月 当行人事財務グループ上席次長
2015年７月 当行人事財務グループ部長
2020年６月 当行常勤監査役（現任）

株

普通株式
3,615 なし＜監査役候補者とした理由＞

片寄直樹氏は、人事財務グループ部長を務めるなど、銀行業務に精通しておりま
す。また、長年にわたり主計部門を担当し、財務に関する経験、知見を有してお
り、取締役の職務執行の監督を、的確、公正かつ効率的に遂行できると判断し、
引き続き監査役候補者としたものです。

２

す どう とも ゆき

周 藤 智 之
（1972年１月５日生）

2005年12月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法
人トーマツ）入所

2009年７月 公認会計士登録
2014年９月 監査法人トーマツ退所
2014年10月 周藤公認会計事務所 所長（現任）
2014年11月 税理士登録
2016年11月 みらいサポート税理士法人 社員（現

任）
2019年６月 当行監査役（現任）

株

普通株式
1,024 なし

＜社外監査役候補者とした理由＞
周藤智之氏は、公認会計士として、豊富な経験と高度な専門性と幅広い見識を有
しておられます。専門家としての立場から取締役の職務執行の監督を、的確、公
正かつ効率的に遂行していただけると判断し、引き続き社外監査役候補者とした
ものです。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況

所有する
当行の
株式の
種 類
及び数

当行との
特別の
利害関係

３

た た の みち こ

多々納 道 子
（1949年４月６日生）

1995年４月 島根大学教育学部 教授
2004年４月 島根大学教育学部附属小学校長
2008年４月 島根大学教育学部附属学校園附属学校

部長
2012年４月 島根大学教育学部現職教育支援センタ

ー長
2012年 6 月 放送大学島根学習センター客員教員
2013年４月 島根大学教育・学生支援機構生涯教育

推進センター長
2015年４月 島根大学名誉教授 (現任)
2015年６月 当行取締役
2019年６月 公益財団法人しまね女性センター理事

長（現任）
2020年６月 当行監査役（現任）

株

普通株式
2,595

なし

＜監査役候補者とした理由＞
多々納道子氏は、島根大学教授として重要な役職を務められ、学外では放送大学
島根学習センター客員教員として教育関係の分野に携わるなど、学識経験者とし
て、豊富な経験と高度な専門性と幅広い見識を有しておられます。また、2015
年から2020年までの間は、当行の社外取締役として、その職務、職責を適切に
果たしておられました。以上のことから、取締役の職務執行の監督を、的確、公
正かつ効率的に遂行していただけると判断し、引き続き監査役候補者としたもの
です。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況

所有する
当行の
株式の
種 類
及び数

当行との
特別の
利害関係

４

いち かわ とおる

市 川 亨
（1957年７月３日生）

1980年４月 ㈱富士銀行（現㈱みずほフィナンシャ
ルグループ）入行

2002年４月 ㈱みずほ銀行市場営業部次長
2005年７月 ㈱みずほフィナンシャルグループ総合

リスク管理部参事役
2006年３月 同社総合リスク管理部部長
2008年８月 同社退職
2008年９月 金融庁入庁検査局総務課特別検査官
2012年７月 同庁検査局総務課統括検査官
2015年７月 同庁検査局総務課主任統括検査官
2017年３月 同庁退官
2017年６月 SBIホールディングス㈱常勤社外監査役

（現任）
2017年８月 SBIファイナンシャルサービシーズ㈱監

査役
2017年８月 SBIキャピタルマネジメント㈱監査役
2017年11月 住信SBIネット銀行㈱社外監査役
2018年４月 SBIクリプトカレンシーホールディング

ス㈱（現SBIデジタルアセットホールデ
ィングス㈱）監査役

2018年７月 SBIネオファイナンシャルサービシーズ
㈱監査役

2019年８月 SBI VCトレード㈱監査役
2020年６月 当行監査役（現任）
2021年４月 SBI金融経済研究所㈱監査役
2022年２月 SBI地銀ホールディングス㈱監査役

株

普通株式
815

なし

＜社外監査役候補者とした理由＞
市川亨氏は、金融機関において要職を務められた経験に加え、金融庁主任統括検
査官等を歴任されており、金融分野における豊富な経験と高度な専門性と幅広い
見識を有しておられます。同氏は過去に社外役員になること以外の方法で会社の
経営に直接関与された経験はありませんが、以上のことから、取締役の職務執行
の監督を、的確、公正かつ効率的に遂行していただけると判断し、引き続き社外
監査役候補者としたものです。

（注）1．周藤智之氏および市川亨氏は、社外監査役候補者であります。
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2．周藤智之氏および市川亨氏は、東京証券取引所の規則に定める独立役員として指定し、同取引所に届
け出ております。なお、両氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

3．周藤智之氏の社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって５年であります。市川亨氏の社外監査役
就任期間は本総会終結の時をもって４年であります。

4．当行は、片寄直樹氏、周藤智之氏、多々納道子氏および市川亨氏との間で会社法第427条第１項およ
び当行定款第42条第２項の規定に基づき、100万円以上であらかじめ定めた額または法令が規定する額
のいずれか高い額を限度として、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結し
ております。片寄直樹氏、周藤智之氏、多々納道子氏および市川亨氏の再任が承認された場合、当行は、
各氏との間の当該契約を継続する予定であります。
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(ご参考）
株主総会後の取締役会のスキルマトリックス
（注）本招集ご通知記載の候補者を原案どおりご選任いただいた場合の取締役会のスキルマトリックスは以

下のとおりとなります。なお、下記マトリックスは、各氏の有するすべての知見・経験を表すもので
はなく、各氏の経験等を踏まえて特に専門性を発揮することが期待される分野を記載しております。

氏 名 属 性
求める専門性・経験等

企業経営 金融・経済 財務・会計 法務・リスク管理 サステナビリティ

鈴 木 良 夫 ● ● ●

長 岡 一 彦 ● ● ● ●

野 津 一 人 ● ● ●

名 越 昇 社外・独立役員 ● ● ●

森 田 俊 平 社 外 ● ● ● ●

浅 枝 芳 隆 社外・独立役員 ● ● ●

片 寄 直 樹 ● ● ● ●

周 藤 智 之 社外・独立役員 ● ●

多々納 道 子 ●

市 川 亨 社外・独立役員 ● ● ●
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件
本総会開始の時をもって、2023年６月23日開催の第173期定時株主総会にお

いて選任いただきました補欠監査役福島薫氏の選任の効力が失効いたしますので、
監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠の監査役１名
の選任をお願いしたいと存じます。
なお、選任の効力は就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議に

よりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況

所有する
当行の
株式の
種 類
及び数

当行との
特別の
利害関係

ふく しま かおる

福 島 薫
（1962年11月28日生）

1985年４月 島根県県庁 入庁
2005年３月 島根県県庁 退職
2006年10月 弁護士登録（島根県弁護士会）
2007年10月 日本司法支援センター常任弁護士
2011年１月 福島法律事務所長（現任）
2015年４月 松江地方（家庭）裁判所民事（家事）調停委員

（現任）
2023年 4 月 島根県弁護士会会長（2024年3月まで) なし なし

＜補欠の社外監査役候補者とした理由＞
福島薫氏は、島根県職員として行政に携わられた後、日本司法支援センター島根地方事
務所長を歴任するなど、弁護士として、豊富な経験・知見を有しておられます。専門家
としての立場から取締役の職務執行の監督を、的確、公正かつ効率的に遂行していただ
けると判断し、補欠の社外監査役候補者としたものです。
なお、同氏は、これまで直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記理由から
社外監査役としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。
（注）1．福島薫氏は、社外監査役候補者であります。

2．同氏が監査役に就任された場合、東京証券取引所の規則に定める独立役員として指定する予定であり
ます。

3．同氏が監査役に就任された場合、当行は同氏との間で会社法第427条第１項および定款第42条第２項
の規定に基づき、100万円以上であらかじめ定めた額または法令が規定する額のいずれか高い額を限度
として、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。

以 上
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会場（３階大会議室）

中国労働金庫

全労済

新大橋
大橋川

至美保関

くにびき
大　　橋

朝日町パーキング
（臨時駐車場）

至９号線

松江テルサ

エクセルホテル東急

当行本店

東横イン

ＪＲ松江駅

会場ご案内略図

当行 本店
（３階大会議室）

〒690-0003 島根県松江市朝日町484番地19
■JR松江駅より徒歩３分■

※臨時駐車場として朝日町パーキングを準備しておりますが、収容台数に限りがございますので、
公共交通機関等をご利用いただきますようお願い申し上げます。

【しまぎんＳＤＧｓ宣言の取り組み】
当行は、しまぎんＳＤＧｓ宣言のもと、地域社会の持続的発展に貢献していくため、環境に配慮し
た取り組みを行っており、本招集ご通知は、和紙綴じ製本技術を採用しております。
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